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調　査・研　修　報　告　書（会派個人用）
会派名：　きずな　　　　　　　　　　　　　　　　報告者：林　　高正　　　　 eq \o\ac(○,印)
	実施場所：内閣府地方創成推進事務局　


	実施日：平成29年7月24日

	■目的・課題・問題事項（調査・研修に先立っての思いや本市の現状　など）
　「日本版BIDを含むエリアマネジメント」に関して、視察研修に伺ったのですが、事務局の職員も研究中とのことで、時期尚早の感ありでした。
　今回、どうして日本版BIDを勉強しようとしたかですが、会派で、金沢市や富山市のまちづくりを視察研修し、行政主導のまちづくりから官民一体となったまちづくりへとシフトしている現実を目の当たりにしたことが発端でした。

	■参考とすべき事項
　BIDとは、日本語に訳すと、「ビジネス改善地区」となります。そもそも、1960年～1970年代にカナダで生まれ、80年代からアメリカでも導入され始め、その後、世界各地の都市で普及した制度です。「最新版の論文によるBIDの定義によると、①地理的に区画され多くの場合、インナーシティに位置する地区で、不動産所有者や事業者から②徴収される負担金により、その地区の③維持管理、開発、プロモーションを行うもの。BIDが提供するサービスは、④通り、歩道、公園やオープンスペースの維持管理、治安の改善、マーケッティング、施設改善、その他の開発である。これらのサービスは、⑤行政が提供しているサービスに対する付加的なものである。」
　代表的な事例として、米国ニューヨークのブライアントパークは、かつては治安が悪く、犯罪の温床となっていた公園だったが、1980年に周辺の不動産業者がBIDを立ち上げ、質の高い公共空間の創出・管理と、魅力的なイベントを年間を通じ開催。これにより、まちの賑わい拠点の形成、周辺の不動産価値の向上を実現した。

	■提言・その他（本市の施策等にどのように活用すべきか など）
今回、内閣府での取り組みを勉強しに行ったつもりだったが、冒頭に書いたように、金沢市や富山市のまちづくりが日本におけるBIDの優良事例と考えらえる。小手先だけのまちづくりではなく、ちゃんとしたマスタープランを立てる必要がある。北海道の伊達市も、市内の企業・金融機関・各種組織・行政がタッグを組んで成功した事例である。
庁内の職員有志と議会議員による、「まちづくり懇談会」的なものを立ち上げてみることも面白いと思います。職員の意見が吸い上げらえることで、やる気も出てくると私は考えます。


※ 調査・研修終了後、一週間以内に会派事務局へ提出してください。
